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　1．　はじめに
　いわゆるマンション．タウンハウスとか共同ビル，再
開発ビルなどの建物を区分所有する場合には，「建物の
区分所有等に関する法律」が適用される。この法律は，
建物区分所有法とか単に区分所有法などとよばれる。と
ころで，同法が制定されたのは，昭和37年であるが，当
時は，そのような区分所有の事例はごくわずかしかな
く，いわば，時代を先取りする法律であった。しかし，
その後，昭和40年代に入ってから，急速に増加し，ま
た，建物規模も大規模化するに至り，すでに，登記所に
登記されている区分所有建物の棟数は，全国で相当の数
に達し，今後，さらに増加の一途をたどる傾向にある
（昭和57年10月1日現在で317，527棟）。これに伴なっ
て，昭和37年制定の同法では，当初，予想されてなかっ
たような種々さまざまな問題が生起して対処しきれなく
なったことから，同法の改正が関係諸方面から強く要望
されるに至った。そこで，法務大臣の諮問機関である法
制審議会では，昭和54年1月から，民法部会，とくに，
その財産法小委員会が中心となって，同法の全面的な見
直し作業が開始され，昭和57年7月には，「区分所有法
改正要綱試案」が法務省民事局参事官室の名前において
公表され，これに対し，広く関係各界から多くの意見が
寄せられた。ついで，これらの意見をふまえて検討され
た結果が，昭和58年2月，法制審議会総会において「建
物の区分所有等に関する法律の一部を改正する法律案要
綱」として承認（決定）され，即日，法務大臣に答申さ
れた。これをうけて法務省民事局参事官室が中心となっ
て改正法律案が作成され，同年3月，閣議決定を経て政
府提出法律案として「建物の区分所有等に関する法律及
び不動産登記法の一部を改正する法律案」が第98回国会
に提出され，同年5月21日，同国会で法律として可決さ
れ成立した。これは，20年ぶりの全面改正に近い大改正
であり，その社会的意義はまことに大きなものがある。
そこで，つぎに，今回の昭和58年改正法について，その
特色をそれ以前の昭和37年法との対比において検討し，
その今後の問題点に関し若干の言及を試みたい。なお，
以下においては，昭和58年改正法を新法，昭和37年法を
旧法とよぶことにする。
　2．　区分所有建物の敷地の種類・範囲
　旧法では，区分所有建物の敷地の種類・範囲について
直接の明文規定がなかったが，新法では，つぎのように
規定する。すなわち，区分所有建物の敷地は当然敷地＝
法定敷地と規約敷地の2種類とし，前者は，区分所有建
物が物理的に所在する土地であって，それは法律上当然
にその区分所有建物の敷地となり，後者は．上記以外の
土地，つまり，庭，通路その他区分所有者が区分所有建
物やその所在する土地＝当然敷地と一体として管理，使
用する土地を規約でその区分所有建物の敷地と定めた場
合におけるその土地のことである（新法2条5項，5条
1項）。当然敷地は，登記簿上の記載によって決まり，
必らずしも，いわゆる底地にかぎられるわけではない。
規約敷地は当然敷地と一体的に管理・使用されているこ
とを要するが，必らずしも，当然敷地に隣接しているこ
とを要するものではない。
　3．専有部分と敷地利用権の一体性
　旧法では，専有部分と共用部分の共有持分との処分
（譲渡，担保設定など）における一体性については明文
規定があった（旧法11条，新法15条）が，専有部分と敷
地利用権との処分における一体性については，区分所有
法上の先取特権（旧法6条，新法7条）の場合を除き，
明文規定がなかった。そこで，新法は，敷地利用権が敷
地の共有，借地権などの準共有の関係にある場合に関し
てであるが，専有部分と敷地利用権との処分における一
体性について，つぎのように規定する。すなわち，敷地
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利用権は専有部分と分離して処分することができない。
ただし，規約で定めれば分離処分することができる（新
法22条1項）。例えば，1棟2戸建の木造建物の各戸＝
専有部分を区分所有するような場合における敷地利用権
は，専有部分と処分のうえで必らずしも一体的に扱わな
けれぽならないわけのものではないからである。また，
1人の区分所有者が2個以上の専有部分を所有する場合
には，各専有部分と分離して処分することがでぎない敷
地利用権の割合が問題となるが，この点に関し，新法は，
専有部分の床面積割合によることを原則とする。ただ
し，規約で，これと異なる割合によることにしてもよい
（新法22条2項。なお，専有部分の床面積計算に関し新
法14条3項，4項）。つぎに，敷地利用権が専有部分と
分離して処分することができないということは登記事項
とされる関係で（改正不動産登記法91条2項4号，93条
の4第1項），その登記がなされるまでの間に，敷地利
用権が専有部分と分離して処分された場合が問題である
が，新法は，その処分の相手方がその処分の当時善意で
あったときは．その処分の無効をもってその相手方に対
抗することができない，と規定する（新法23条）。法文
上は，相手方が善意あれぽ足りるような表現になってい
るが，善意無過失であることを要すると解すべきであろ
う。したがって，登記がないため，敷地利用権を専有部
分と分離して処分することができないということを知ら
ずに，しかも，知らないことについて過失なくして譲受
けた者は，有効に敷地利用権を取得することになる。ま
た，敷地利用権が分離処分を禁止されている場合には，
民法255条の規定の適用が排除される（新法24条）。した
がって，区分所有者が，その専有部分と敷地利用権を放
棄した場合，それらは一体的に国庫に帰属し（民法239
条2項），また，相続人なくして死亡した場合，専有部
分と敷地利用権は一体的に特別縁故者に分与されないか
ぎり，国庫に帰属する（民法953条の3，959条）。しか
し，分離処分が禁止されてなくて相続人なくして死亡し
た場合，敷地利用権である共有持分または借地権などの
準共有持分は特別縁故老に対する財産分与の対象となる
かどうかについては，民法255条後段と958条の3との解
釈上，積極説と消極説の両方が考えられる。以上に対
し，敷地利用権が，敷地の共有，借地権などの準共有の
関係にない場合に，専有部分と処分において一体的に扱
われるかどうかに関し，新法は明文規定をおいてないの
で，旧法のもとにおけると同様の問題がある。
　4．共用部分の管理
　旧法では，共用部分の変更や狭義の管理について集会
で決議すべきことを要求してなかった（旧法12条，13条）
が，新法では，集会で決議すべきものとして，つぎのよ
うに規定する。すなわち，（1洪用部分の変更は，区分所
有者および議決権の各4分の3以上の多数による集会の
決議をもって決する，②ただし，共用部分の変更であっ
ても，それが改良に当り，しかも，著しく多額の費用を
要しない場合には，区分所有者および議決権の各過半数
による集会決議をもって決する，（3洪用部分の狭義の管
理も，区分所有者および議決権の各過半数による集会決
議をもって決する，｛4）以上の集会決議により特別の影響
をうける専有部分がある場合には，その専有部分の所有
者の承諾を得なけれぽならない，㈲以上のうち（1）の区分
所有者の定数はその過半数まで減ずること，および②㈲
については規約で別段の定めをすることを妨げない，と
する（新法17条，18条1項～3項）。また，旧法では，
一部共用部分の管理をその共有者である一部の区分所有
者だけでなく，その余の区分所有老を含む全員でおこな
うべき場合が要件的に明確でなかったので，新法では，
つぎのように規定し明確化する。すなわち，一部共用部
分の管理のうちで区分所有者全員の利害に関係するもの
とか，区分所有者全員で管理する旨を区分所有者全員の
規約に定めてある場合には，区分所有者全員で管理する，
というのである（新法16条）。
　5．共用部分に関する規定の準用
　旧法では，区分所有建物の敷地や共用部分以外の附属
施設ないしこれらに関する権利が区分所有者の共有ない
し準共有に属する場合，その共有，準共有について建物
区分所有法の共有規定が準用されるかどうか明文規定が
なくて，解釈上，議論がわかれていたが，新法では，つ
ぎのように規定する。すなわち，区分所有建物の敷地や
共用部分以外の附属施設（これらに関する権利を含む）
が区分所有者の共有に属する場合には，それらの変更，
狭義の管理，保存行為とか負担，利益収取については，
共用部分の変更，狭義の管理，保存行為，負担，利益収
取に関する規定を準用する，というのである（新法21条
→17条～19条）。しかし，新法は，上記以外の点に関し
ては，直接の明文規定がないので，旧法におけると同
様，共用部分に関する共有規定が準用になるかどうかが
議論になろう。
　6．先取特権の被担保債権，特定承継人に対し請求で
　　きる債権
　旧法では，先取特権の被担保債権について，区分所有
者が「共用部分又は建物の敷地につき他の区分所有者に
対して有する債権」と規定し，また，債権者である区分
所有者＝共有者が債務者である区分所有者＝共有者の特
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定承継人（例えば，譲受人）に対し請求できる債権につ
いて，「共有者が共用部分につき他の共有者に対して有
する債権」と規定していた（旧法6条1項，15条）が，
これでは債権の範囲が狭ぎに失するのではないか，とい
う批判があった。そこで，新法では，それらの債権の範
囲を拡張し，〔1）区分所有者が，共用部分，区分所有建物
の敷地，共用部分以外の附属施設につき他の区分所有者
に対して有する債権，②区分所有者が，規約，集会決議
にもとづき他の区分所有者に対して有する債権，㈲管理
者，管理組合法人がその職務，業務をおこなうにつき区
分所有者に対して有する債権の3つを掲げる（新法7条
1項，8条）。
　7．　区分所有建物の設置・保存の理疵に関する推定
　民法717条1項は，土地の工作物の設置・保存に穀疵
があることにより損害をうけた者＝被害者がいる場合に
は，その工作物の占有者・所有者は，被害者に対し，損
害賠償責任を負う，とする。区分所有建物は，土地の工
作物の一種なので，当然，同条項の適用があるが，その
暇疵が専有部分，共用部分のいずれにあるかによって，
被害者に対し損害賠償をなすべぎ占有者・所有者を異に
する。したがって，設置・保存の暇疵がいずれにあるか
不明な場合には，被害者は損害賠償をうけられないとい
う不都合な結果となる。そこで，新法では，つぎのよう
な規定をおく。すなわち，区分所有建物の設置・保存に
堰疵があることにより他人に損害を生じたときは，その
暇疵は，共用部分の設置・保存にあるものと推定する，
というのである（新法9条）。例えぽ，区分所有建物内
の給水設備の設置・保存の暇疵による水もれがあって，
その暇疵がある部分が給水設備のうちの共用部分に属す
る部分なのか，専有部分に属する部分なのかが不明であ
るような場合には，共用部分に属する部分に蝦疵がある
ものと推定され，共用部分の占有者・所有老が民法717
条の損害賠償責任を負うことになる。これは，旧法には
ない新設規定である。
　8．　管理者
　旧法でも，管理者について規定していた（旧法17条～
22条）が，新法では，その職務権限を強化する。ここで
は，とくに，つぎの2点を挙げておく。すなわち，（1）管
理者は，共用部分，共有敷地，共用部分以外の共有附属
施設について付保されている損害保険契約にもとつく保
険金の請求・受領に関し，当然に区分所有者を代理す
る，②管理者は，その職務に関し，規約の定め，また
は，集会の決議があれば，区分所有者のために，原告ま
たは被告として訴訟することができる（新法26条2項後
段・4項），というのである。上記（1）の損害保険契約に
は，共用部分，共有物の管理に関する事項として区分所
有者が共同で一括付保する場合と区分所有者がその所有
する専有部分とともに共用部分・共有物の共有持分に個
別的に付保する場合があるが，新法は，前者に関し，管
理者が保険金の請求・受領について区分所有者を代理す
ることを認めるにとどまる。また，管理者の代理権は区
分所有者各自の本人としての請求・受領の権限を失なわ
せるものではない。したがって，実務上は，具体の規約
において，区分所有者各自の本人としての請求・受領の
権限に関し制限しておかないと，管理者の代理権は実効
性がないものとなろう。上記②の訴訟追行権は，管理老
が自分の名において訴訟を提起し，また，提起されるこ
とができるもので，講学上，訴訟担当または訴訟信託と
よばれる。したがって，訴訟代権理ではない。管理者の
訴訟追行権は，個別的に，その都度，必要に応じて付与
することもできるし，予め，包括的に付与することもで
きる（ただし，後述12での訴訟追行権は，予め，包括的
に付与することはできない）。管理者の訴訟追行の結果，
つまり，判決の効力は，つねに区分所有者全員のため
に，または全員に対して及ぶことになる。区分所有者各
自は別途に独立して訴訟追行することはできないが，管
理者の追行する訴訟に補助参加することができる（民事
訴訟法64条）。また．旧法では，管理者がその職務上，
第3者との間においてなした行為にもとつく債務につい
て，区分所有者がどのようなかかわりをもつかが明確で
なく議論がわかれる点であったので，新法では，つぎの
ように規定し明確化する。すなわち，区分所有者は，そ
のような管理者の債務について各自の専有部分の床面積
割合に応じて分割責任を負うべきものとするとともに，
区分所有者の特定承継人（例えば，譲受人）も同様の責
任を負うべきものとし，なお，この分割責任の割合は，
規約で管理経費の負担割合が定められている場合にはそ
れによる，とする（新法29条）。
　9．規　　約
　旧法では，規約の設定・変更・廃止は，規約に別段の
定めがないかぎり，区分所有老全員の書面による合意に
よることを要するとしていた（旧法24条）が，新法で
は，つぎのように改正された。すなわち，規約の設定・
変更・廃止は，規約で別段の定めがなくても，当然に集
会での特別多数決決議でできる，決議要件は，区分所有
者および議決権の各4分の3以上の多数決とする，規約
の設定・変更・廃止が特定の区分所有の者権利（例えば，
専用使用権）に特別の影響を及ぼすことになる場合に
は，その者の承諾を要する，また，規約の設定・変更・
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廃止によって区分所有者以外の老の権利（例えば，管理
者の報酬請求権）を害することはできない，とする（新
法30条3項，31条1項）。規約の設定・変更・廃止は，
以上の要件をみたしていればよく．書面の作成は，その
効力要件ではない。しかし，集会の決議に関しては議事
録の作成が要求されている（新法42条1項・2項）か
ら，実際上は，格別の支障はないであろう。のみなら
ず，管理者，理事などは，集会議事録とは別に規約につ
いてもその保管を法律上義務づけられている（新法33条
1項，69条1号）が，これは，当然，その前提として管
理者・理事などに規約書の作成が法律上義務づけられて
いると解され，したがって，具体の場合には，必らず，
「規約」と題する書面が作成・保管され，関係者の閲覧
に供されることになるものと思われる。また，旧法で
は，一部共用部分に関する事項について，その共有者で
ある一部の区分所有者だけでなく区分所有者全員で，規
約の設定・変更・廃止をする場合が要件的に明確でなか
ったので，新法は，つぎのように規定し明確化する。す
なわち，一部共用部分に関する事項を区分所有者全員の
利害に関係しないものと区分所有者全員の利害に関係す
るものにわけて，前者については，その一部共用部分を
共用すべき区分所有者の4分の1を超える者またはその
議決権の4分の1を超える議決権を有する者の反対があ
れば，区分所有者全員での規約の設定・変更・廃止はで
きないが，後者については，たとえ一部共用部分を共用
すべき区分所有者の4分の1を超える老またはその議決
権の4分の1を超える議決権を有する者の反対があって
も，法律上当然に区分所有者全員での規約の設定・変更・
廃止ができる，とする（新法30条2項，31条2項）。
　10．　公正証書による規約
　従来から，マンションといわれる区分所有建物の分譲
に際しては，分譲事業者が，実際上，事前に規約と題す
る書面を作成しておき，購入者＝区分所有者らに記名押
印させることによって規約として効力を生じさせること
が広く一般におこなわれており，新法は，そのような規
約の設定を排除するものではない（新法45条1項）が，
なお，上記分譲実務を考慮に入れ，分譲事業者が最初に
1棟の建物の専有部分の全部を所有する場合には，下記
の事項について，予め公正証書により規約を設定するこ
とができる旨規定する。すなわち，（1）当然共用部分以外
の建物部分＝専有部分を共用部分とすること，②区分所
有建物が所在する土地＝当然敷地以外の土地，つまり，
周辺地を区分所有建物の敷地とすること．（3博有部分と
敷地利用権を分離して処分することができるとするこ
と，（4激地利用権が敷地の共有とか借地権などの準共有
の関係にあり，しかも，1人の区分所有者が2個以上の
専有部分を所有する場合において，各専有部分と分離し
て処分することができない敷地利用権の割合を，建物区
分所有が規定する割合＝専有部分の床面積割合と異なる
割合とすることである（新法32条）。規約の設定を公正
証書によらせるのは，通常，その種の規約設定は相手方
のない単独行為であり，しかも，後日，その内容の確実
な証明が必要となることなどを考慮してである。
　11．集　　会
　集会については，旧法でも規定していた（旧法27条～
33条）が，新法は，つぎのように，集会の法的地位を強
化し，招集に関する手続規定などを整備する。すなわ
ち，集会を区分所有者団体＝いわゆる管理組合の最高意
思決定機関＝決議機関として位置づけ，規約の設定・変
更・廃止，共用部分の変更・狭義の管理，管理者，理
事・監事の選任・解任など広く一般に区分所有建物・敷
地・附属施設の管理・使用に関する区分所有者相互間の
事項のとりきめを集会の決議にかからせる。ただし，集
会決議事項中には，集会で決議するか，規約で定めるか
が区分所有者の選択に任されているものも少なくない。
例えば，共用部分の狭義の管理とか管理者，理事・監事
の選任・解任，管理者・管理組合法人の訴訟追行権など
がそれに当る（新法18条1項本文・2項，25条1項，26
条4項，47条8項，49条7項など）。集会の決議には，
普通決議と特別決議があり，前者は，区分所有者および
議決権の各過半数による決議であり（新法18条1項本
文，39条1項，49条4項，57条2項・3項など），後者
には，区分所有者および議決権の各4分の3以上の多数
による決議（新法17条1項本文，31条1項，47条，55条
1項3号・2項，58条2項など）と区分所有者および議
決権の各5分の4以上の多数による決議（新法62条1項）
の2種類がある。各区分所有者の議決権は，専有部分の
床面積割合によるが，規約で別段の定めをすることがで
ぎる（新法38条）。1個の専有部分が数人の区分所有者
の共有に属する場合には，その共有者間で1人を議決権
行使者として定めなければならない（新法40条）。集会
には全員集会＝棟集会と一部集会＝部分集会の2種類が
あり，前者は，1棟の区分所有建物における区分所有者
全員による集会であり，後者は，一部共用部分，一部共
有敷地，一部共有附属施設を共有する一部の区分所有者
による集会である。集会は，少なくとも毎年一定の時期
に開かなければならない。ただし，これは，管理者をお
く区分所有者団体や管理組合法人の場合であって，管理
者をおかない区分所有者団体にあっては，集会を開くか
どうかは任意である（新法34条2項，47条　9　E）。毎年
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1回一定の時期に開かれる集会，つまり，定期集会＝通
常集会において，管理者・理事は，その事務に関する報
告をしなければならない（新法43条，47条9項，69条4
号）。集会の招集権者は管理者・理事であるが，例外的
に監事も招集することができ，また，区分所有老の5分
の1以上で議決権の5分の1以上を有するものが招集す
ることができる場合がある（新法34条，47条，50条3項
民法59条4号）。専有部分の占有者（例えば，賃借人）
には，集会の招集権，招集請求権，議決権はなく，自分
に法律上利害関係ある事項が議題となっている集会が開
かれている場合に，出席権と意見陳述権があるだけであ
る（新法44条1項）。専有部分の占有者の出席権と意見
陳述権は，占有者に後述のような区分所有者と同一の使
用に関する建物区分所有法6条1項の不作為義務，規
約・集会決議による義務を負わせたこと（新法6条3
項，46条2項）と裏表の関係にある。また，上記の5分
の1という区分所有者の定数は，規約でへらすことはで
きるが，ふやすことはできない（新法34条5項但書）。
これは，定数をふやすことにより，区分所有者の集会招
集を困難にすることを許さないとする趣旨である。集会
の招集通知は，開催日の1週聞前に各区分所有者に対し
て発しなけれぽならない。この期間は，規約でのばし，
また，ちぢめることができる。1個の専有部分が数人の
区分所有者の共有に属する場合には，招集通知は，その
うちの1人に対してすれぽよい。また，招集通知は，区
分所有者が管理者，理事に届出てある場所＝通知先があ
れば，そこにあてて発し，そのような場所が届出てなけ
れば，その区分所有者が所有する専有部分の所在場所に
あててすればよい。区分所有建物内に住所がある区分所
有者とか通知をうける場所を届出てない区分所有者に対
する招集通知は，規約で定めれば，区分所有建物内の見
やすい場所に掲示してすることができる（新法35条）。
ただし，集会は区分所有者全員の合意があれば，以上の
ような招集手続を経ないで開くことができる（新法36
条）。なお，集会の決議には，規約と同様の拘束力が区分
所有者の特定承継入や専有部分の占有者に対してもある
（新法46条）。
　12．　区分所有者団体，管理組合法人
　旧法では，区分所有者団体，つまり，いわゆる管理組
合に関し直接の明文規定がなく，解釈上，議論がわかれ
る点であったが，新法では，つぎのような規定をおき立
法的に解決する。すなわち，区分所有者は全員で区分所
有建物，敷地，附属施設の管理をおこなうための団体を
構成する。区分所有者団体は区分所有者が2人以上いる
区分所有関係の成立と同時に法律上当然に成立し，区分
所有者とその承継人は当然にその構成員となる。区分所
有者団体の構成員は最低2人いればよい。区分所有者団
体では，集会を開き，規約を定め，管理者をおくことが
できる（新法3条）。規約を定めるかどうか，管理者を
おくかどうかは任意である。しかし，集会は，区分所有
者団体の決議機関であるから，多数決決議を必要とする
場合には開かなけれぽならない。ただし，区分所有者全
員の書面による合意が得られる場合には，集会を開かな
いで，そのような全員書面合意で済ませてもよい（新法
45条1項）。管理者をおく区分所有者団体にあっては，
規約，集会議事録，集会決議に代わる全員合意書面は，
管理者が保管し，管理者をおかない区分所有者団体にあ
っては，専有部分を使用している区分所有者またはその
代理人で規約または集会決議できめられたものが保管す
る。この集会決議の要件は，区分所有者および議決権の
各過半数とする。以上の書面の保管場所については，区
分所有建物内の見やすい場所に掲示しなければならな
い。のみならず，以上の書面の保管者が保管しなかった
り，利害関係人からの閲覧請求に正当な理由なくして応
じないなどの場合には，10万円以下の過料に処される
（新法33条，42条3項，45条2項，69条1号～3号な
ど）。以上述べた区分所有者団体は法律上当然には法人
ではないが，その構成員である区分所有老の人数が30人
以上である場合には，法人になれる。上記の人数計算に
おいて，1個の専有部分を数人で共有する場合には，その
数人をもって1人の区分所有者として扱い，また，1人
で数個の専有部分を所有する場合は，その者はあくまで
も1人の区分所有者として扱うものとする。そのような
法人を管理組合法人とよぶ。ただし，法人となるには，
区分所有者および議決権の各4分の3以上の多数による
集会での決議で，法人となる旨を決め，かつ，その法人
の名称と事務所を定めなければならない。法人登記は成
立要件であるから，登記をしないかぎり，法人とはなら
ない。管理組合法人には，民法の法人規定の準用がある
が，しかし，民法上の法人とは異なり，本来は，公益法
人ではなく，いわゆる中間法人である。しかし，法人税
法その他法人税に関する法令の適用については公益法人
とみなされる（i新法47条11頁～4項・10項，48条）。管
理組合法人においては，業務執行機関として管理者でな
く理事をおかなければならない。理事の人数にはとくに
制限はなく，1人でもよい。理事は，各自，代表権を有
するが，規約または集会決議によって代表権を制限する
ことができる。ただし，理事の代表権の制限は善意の第
3者に対抗することができない。この場合の第3者は善
意のみで足りるか無過失まで要するかについては議論が
わかれる。また，監査機関として監事をおかなければな
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い。管理組合法人と理事との利益が相反する事項につい
ては，監事が管理組合法人を代表する。理事，監事の任
期は2年を原則とし，再任をさまたげない。監事が理事
とか管理組合法人の使用人を兼ねることができないこと
を除いては，理事．監事の資格にはとくに制限がない。
理事，監事の選任・解任は規約または集会での決議によ
る。理事，監事に不正な行為その他職務をおこなうに適
しない事情がある場合には，各区分所有者は裁判所に解
任を請求することができる。上記代表権限，選任・解任
の集会決議要件は，区分所有者および議決権の各過半数
である（新法49条～52条，49条7項→民法54条）。管理
組合法人にあっては，規約，集会議事録，集会決議に代
わる全員合意書面は理事がその法人の事務所において保
管しなければならない。また，管理組合法人にあって
は，設立時に基本財産目録を，毎年または毎事業年度の
最初の3か月内に毎年度財産目録を作成して事務所に備
えおぎ，さらに，設立時に組合員（区分所有者）名簿を
作成し，組合員の変更があるたびに訂正することを要す
る。財産目録の作成・保管，組合員名簿の作成・訂正・
保管は理事の職務である。理事が規約，集会議事録，集
会決議に代わる全員合意書面を保管せず，また，利害関
係人からの閲覧請求に正当な理由なくして応じないなど
の場合や，財産目録を作成せず，また，不正の記載をし
た場合には，10万円以下の過料に処される（新法47条8
項・9項，69条1号～3号，6号など）。管理組合が第
3老に対して負う債務について，その組合財産で完済す
ることがでぎない場合には，区分所有者は各自が専有部
分の床面積割合でその第3者に対して弁済すべき責任が
ある。つまり，区分所有者は補充的に分割責任を負う。
また，区分所有者の特定承継人は，その承継前に生じた
管理組合法人の債務についても，前主である区分所有者
が専有部分の床面積割合で負担する責任と同一の責任を
負う。これは，前主である区分所有者と特定承継人の連
帯責任である（新法53条，54条）。以上は，1棟の区分
所有建物における区分所有者全員を構成員とする区分所
有者団体，管理組合法人に関してであるが，その区分所
有建物に一部の区分所有者だけの共用に供されるべきこ
とが明らかな共用部分がある場合には，そのような一部
共用部分の管理のための区分所有者団体がその一部の区
分所有老だけで法律上当然に構成され，その区分所有者
が30人以上いる場合には，管理組合法人となれる。いう
なれVX’　・一部区分所有者団体，一部管理組合法人である
が，その組織，機関，権限などは，1棟全体について成
立する区分所有者団体ないし管理組合法人と大体におい
て同様である（新法3条後段．47条1項など）。
　13．　義務違反区分所有者に対する措置
　旧法では，区分所有者の共同の利益に反する行為をし
てはならないという建物区分所有法上の義務（旧法5条
1項，新法6条1項）に違反する区分所有者に対する措
置についてとくに規定をおかず，同法の解釈ないし民法
上の一般法理に委ねていたが，新法は，立法的に解決
し．つぎのような規定をおく。すなわち，〔1）上記の共同
の利益に反する行為をしてはならないという建物区分所
有法上の義務に違反しまたは違反するおそれがある区分
所有者に対して，他の区分所有者全員または管理組合法
人は，その違反行為の停止などの措置をとるよう請求す
ることができる。ただし，訴訟を提起するには，集会の
決議がなければならない。管理者または集会で指定され
た区分所有者も，集会の決議があれば，上記の訴訟を提
起することができる。集会で指定された区分所有者と
は，集会の決議により訴訟追行権を付与された区分所有
者ということであり，この訴訟追行権は，訴訟代理権で
なく，講学上，任意的訴訟担当といわれるものである。
以上の集会での決議要件は，区分所有者および議決権の
各過半数である（新法57条）。この建物区分所有法上の
措置は，いうなれば，一種の団体法理にもとつくもので
ある。したがって，従来の物権的請求権としての排除請
求とか人格権侵害による差止請求などの民法一般法理＝
個人法理による措置を否定するものではない。②上記（1）
の方法では区分所有者の共同生活の維持を図ることが困
難である場合には，違反区分所有者に対し，他の区分所
有者全員または管理組合法人は，集会の決議を経て，相
当の期間の専有部分使用禁止を求める訴訟を提起するこ
とができる。この集会決議要件は，区分所有者および議
決権の各4分の3以上の多数決であり，決議をするに
は，違反区分所有者に対し弁明の機会を与えなければな
らない。管理者または集会で指定された区分所有者も，
集会の決議があれば，上記の訴訟を提起することができ
るが，この集会決議要件は，上記（1）の集会決議要件と同
じである。違反区分所有者に対する専有部分の使用禁止
とは，その専有部分の用途が住居である場合には，違反
区分所有者がそれを住居として使用することは許されな
いということであり，また，相当の期間とは，通常，長
くて3年か4年ぐらいであろう（新法58条）。専有部分
の使用禁止を命ずる判決の執行は，不作為の強制執行の
方法としての間接強制による（民事執行法172条）。（3）上
記②の方法によっても区分所有者の共同生活の維持を図
ることが困難であるような違反区分所有者に対しては，
最後の手段として，他の区分所有者全員または管理組合
法人は，集会の決議を経て，その違反区分所有老の区分
所有権（共用部分に関する権利，敷地利用権も含めて）
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の競売を求める訴訟を提起することがでぎる。この集会
決議要件は，区分所有者および議決権の各4分の3以上
の多数決であり，決議をするには，違反区分所有者に弁
明の機会を与えなけれぽならない。管理者または集会で
指定された区分所有者も，集会の決議があれば，上記の
訴訟を提起することができるが，この集会決議要件は，
上記（1）での集会決議要件と同じである。競売を命ずる判
決が確定した場合は，確定した日から6か月内に競売の
申立てをしなければならない。この競売は，形式競売と
いわれるもので，民事執行法195条によるが，この競売
においては，違反区分所有者とかこの者の計算で買受け
ようとする者は買受けの申出をすることができない（新
法59条）。
　14．専有部分の占有者
　旧法では，専有部分の占有者（例えば，賃借人）につ
いて直接の明文規定がなく，その処遇に関し議論がわか
れていたが，新法は，立法的に解決することにし，つぎ
のような規定をおく。すなわち，専有部分の占有者は．
使用・利用の面では，区分所有者と同じように，共同の
利益に反する行為をしてはならないという建物区分所有
法上の義務を負い，かつ，規約・集会決議にもとつく義
務を遵守しなけれぽならない（新法6条3項，46条2
項）。上記建物区分所有法上の義務に違反し，または，
違反するおそれがある専有部分の占有者に対し，区分所
有者全員または管理組合法人は，その違反行為の停止な
どの措置をとるよう請求することができる。ただし，訴
訟を提起するには，集会の決議がなけれぽならない。管
理者または集会で指定された区分所有者も，集会の決議
があれば，上記の訴訟を提起することができる。以上の
集会決議要件は，区分所有者および議決権の各過半数で
ある。専有部分の占有者の違反が著しく，上記の停止な
どの方法によっては，区分所有者の共同生活の維持を図
ることが困難である場合には，最後の手段として，その
者に占有を許諾した区分所有者以外の区分所有者全員ま
たは管理組合法人は，集会の決議にもとついて，その専
有部分の占有者と同人に占有を許諾した区分所有者を相
手どり，両者間の専有部分の使用・収益を目的する契約
（例えば，賃貸借契約）の解除とその専有部分の引渡し
を請求する訴訟を提起することができる。上記の集会決
議要件は，区分所有者および議決権の各4分の3以上の
多数決であって，決議をするには，その専有部分の占有
者に弁明の機会を与えなければならない。管理者または
集会の決議で指定された区分所有者も，集会の決議があ
れば，上記の契約解除および専有部分引渡しを請求する
訴訟を提起することができる。この集会決議要件は，区
分所有者および議決権の過半数である。契約解除および
専有部分引渡しの判決のうちの契約解除は形成判決であ
るから，とくに執行ということはないが，専有部分引渡
しについては，民事執行法168条による執行が必要であ
る。判決により専有部分の引渡しをうけた者は，遅滞な
く，その専有部分を占有する権原を有する者（通常は，
その専有部分の所有者＝区分所有者）に引渡さなけれぽ
ならない（新法57条4項，60条）。
　15．　区分所有建物の一部滅失と復旧
　区分所有建物の一部滅失による復旧については，旧法
でも規定していた（旧法35条）が，新法は，それに関
し，つぎのような改正を加える。すなわち，区分所有建
物の価格の2分の1以下に相当する部分が滅失した場合
には，集会で，滅失した共用部分について復旧を決議す
ることができ，その決議要件は，区分所有者および議決
権の各過半数である。ただし，滅失した専有部分の復旧
は，その区分所有者が，上記集会決議にかかわりなくで
きる。以上については，規約で別段の定めをすることを
妨げない。上記以外の一部滅失，つまり2分の1を超え
る一部滅失にあっては，滅失した共用部分の復旧は，区
分所有者および議決権の各4分の3以上の多数による集
会の決議があればできる。ただし，滅失した専有部分の
復旧は，その区分所有者であっても，上記集会決議がな
いかぎりできない。特別多数決決議による上記復旧決議
に賛成しなかった区分所有者は，賛成した区分所有者に
対し，時価で，その有する建物および敷地に関する権利
を買取るよう請求することができる。また，上記の2分
の1を超える一部滅失の日から6か月以内に復旧決議ま
たは後述の建替え決議がなされない場合には，復旧・建
替えを希望しない区分所有者はそれを希望する区分所有
者に対し，時価でその者が有する建物および敷地に関す
る権利を買取るよう請求することができる。以上の買取
り請求は，いずれも，一方的に意思表示すれば，それで
当然に買取り契約が成立したことになる（新法61条）。
　16．　区分所有建物の建替え
　旧法では，区分所有建物の老朽化などによる建替えに
ついて直接の明文規定がなく，その結果，区分所有者全
員の合意がないかぎり建替えできないものとされていた
が，新法は，つぎのような特別の規定をおく。すなわ
ち，区分所有建物が老朽，損傷，一部滅失その他の事由
で，建物の価額その他の事情からみて，建物としての効
用を維持・回復するのに費用がかかりすぎるようになっ
た場合には，集会での多数決決議があれば，区分所有建
物を取りこわして，その跡地に主たる使用目的を同一に
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する区分所有建物を新たに建築することができる（新法
62条）。建替え決議においては，新たに建築する建物＝
再建建物の設計の概要，既存建物の取りこわしと再建建
物の建築に要する費用の概算額，その費用の分担に関す
る事項，および，再建建物の区分所有権の帰属に関する
事項を定めなければならず，しかも，費用の分担，再建
建物の区分所有権の帰属に関しては，各区分所有者の衡
平を害しないようにしなければならない。この集会決議
要件は，区分所有者および議決権の各5分の4以上の多
数決である。上記の建替え決議がなされた場合には，集
会を招集した者（管理者，理事など）は，遅滞なく，そ
の決議に賛成しなかった区分所有者やその承継人に対
し，建替えに参加するかどうかを回答するよう催告しな
ければならない。これは，賛成しなかった区分所有者な
どに再考の機会を与える趣旨である。上記催告をうけた
区分所有者は，その催告をうけた日から2か月以内に，
催告を発した集会招集者に対し，建替えに参加するかど
うかを回答しなければならない。2か月以内に回答しな
かった区分所有者は，建替えに参加しない旨の回答をし
たものとみなされる。上記2か月の期間満了の日から2
か月以内に，建替え決議に賛成した区分所有者，建替え
に参加する旨を回答した区分所有者，それらの承継人，
または，以上の者全員の合意により区分所有権および敷
地利用権を買受けることができる者として指定された者
（ディベロッパー，ゼネコンなど）は，建替えに参加し
ない旨を回答した区分所有者，その承継人に対し，区分
所有権および敷地利用権を時価で売渡すよう請求するこ
とができ，また，建替え決議後にそのような区分所有者
から敷地利用権だけを取得した者，その承継人に対し，
敷地利用権を時価で売渡すよう請求することができる
（新法63条1項～4項）。これは，一方的に請求すれば，
それで当然に売渡し契約が成立したことになる。ここで
いう時価とは，建替え決議がなされる以前の価格ではな
く，建替え決議がなされたことを前提とする価格であっ
て，通常は，そのような決議がなされることによって敷
地の有効利用が図られることになるので，建替え決議前
の価格より増価することになる。以上で明らかなよう
に，区分所有建物の建替えは，建替え決議に賛成した区
分所有者，建替えに参加する旨を回答した区分所有者，
区分所有権・敷地利用権を買受けた買受け指定者，それ
らの承継人が推進するわけで，これらの者の間には，法
律上，当然に，建替えを共同の目的とする組合が成立す
るものとされる（新法64条）。これは，建替え組合また
は再建組合ともいうぺきものであるが，それ以前の区分
所有者団体＝＝管理組合との関係についてどのように考え
るかは1個の問題である。以上の建替え決議がなされた
のに，決議の日から2年以内に正当な理由なくして建替
えのための建物取りこわしが着手されない場合は，区分
所有権・敷地利用権を売渡した者は，上記2年の期間満
了の日から6か月以内に，その区分所有権・敷地利用権
を有する者に対し，買主が支払った代金を提供して，そ
の区分所有権・敷地利用権を売渡すよう請求することが
できる（新法63条6項）。これは，取戻しを認めるにあ
り，一方的に請求すれば，それで当然に売渡し契約が成
立したことになる。
　17．　団　　地
　団地については，旧法でも規定があった（旧法37条）
が，新法は，それを強化整備し，つぎのように規定す
る。すなわち，1団地内に数棟の建物があって，その団
地内の土地・附属施設ないしこれらに関する権利が，そ
れらの建物の所有者，専有部分がある建物にあっては区
分所有者の共有に属する場合には，それらの所有者，つ
まり，団地建物所有者は，全員で，その団地内の土地，
附属施設，専有部分がある建物の管理をおこなうための
団体を，法律上，当然に構成する（新法65条）。これが
団地建物所有者団体＝いわゆる団地管理組合であって，
この団体は，1棟の区分所有建物における区分所有者団
体＝管理組合と同様に，集会を開ぎ，規約を定め，管理
者をおくことができる。団地建物所有者団体の構成員が
30人以上である場合には，集会での多数決決議により法
人になることができる（新法66条）。これを団地管理組
合法人という。上記集会での決議要件は，団地建物所有
者および議決権の各4分の3以上の多数である。1団地
内の附属施設である建物（専有部分を含む）は，団地の
規約により団地共用部分とすることがでぎる（新法67
条）。また，1団地内の数棟の建物の全部を所有する者
は，公正証書によって，上記の団地規約を設定すること
ができる。団地規約においては，団地内の一部の建物の
所有者の共有に属する土地，附属施設，団地内の区分所
有建物の管理・使用に関する事項をも定めることができ
る。ただし，それらの事項について団地規約を定めるに
は，その土地・附属施設の全部についてそれぞれ共有者
の4分の3以上でその持分の4分の3以上を有するもの
の同意，または，その建物の全部についてそれぞれ区分
所有者および議決権の各4分の3以上の多数による決議
があることを要する（新法68条）。
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